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の額（以下「滞納残高」という。）については、過去最高の 2 兆 8,149 億円を記録した
ものの、平成 11 年度以降、17 年連続で減少し、平成 27 年度租税滞納状況について（平








平成 27 年現在においては 34.2％となっている8。
この消費税については、平成 24 年の第 180 回通常国会において、「社会保障の安定財
源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する法律（平
成 24 年法律第 68 号）」が可決・成立し、社会保障の安定財源の確保と財政健全化の同
時達成を目指す観点から消費税法を改正し、消費税収の使途を明確化するとともに、平
成 26 年 4 月 1 日より 8％(消費税 6.3％ 地方消費税 1.7％)、平成 31 年 10 月 1 日より






7 滞納残高に占める繰越滞納の割合は、25 年度は 83.7％、26 年度は 79.5％、27 年度 78.0％と
なっており、滞納残高のうち滞納発生から５年経過しているものの割合は、25年度は 50.1％、
26 年度は 50.2％、27 年度は 50.2％となっている。
8 消費税の滞納残高に占める割合は、平成 25 年に 31.2%、平成 26 年に 32.7%と年々、増加傾向
にある。
9 当初は、10％への引き上げは平成 27 年 10 月に予定されていたが、経済状況等を総合的に勘
案され、その施行時期が平成 29 年４月に延期され、その後、平成 28 年 11 月 18 日 に可決・
成立し、同月 28 日に公布された「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を
行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 85





























11 藤田健治「滞納整理に当たっての適正手続の在り方」税大論叢 57 号 22 頁（2008、
http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/57/01/hajimeni.htm）において、現状、「税務署徴
収職員一人当たりの所掌事案数が多い」との問題点が述べられている。
12 平成 27 年 3 月 2 日徴徴５－10 ほか「納税の猶予等の取扱要領の制定について」9 頁。
13 納税の猶予、換価の猶予件数については、公表されていないが、平成 26 年度税制改正の前








⑵ 国税通則法 11 条の規定により具体的納期限が延長された場合（通法 63②） 





















16 シャウプ勧告（シャウプ使節団昭和 25 年 4 月「日本税制報告書」）第４編 C 節第８款罰則 41
頁において、「督促後は、前記の利子（著者注：当時の加算税）と 25％の罰金額に加えて、１



























準時点は各年の前年の 11 月 30 日を経過した時とされていた。
18 国税庁「平成 11 年税制改正のすべて」460 頁。
19 日本商工会議所「平成 25 年度税制改正に関する意見」（平成 24 年 7 月）においては、「利子
税は延納期間の約定利息、延滞税は遅延利息に相当するものであるため、市中金利との格差
を踏まえ、利子税・延滞税の利率を軽減すべきである」と、日税連「平成 25 年度・税制改正





































































































ロ 納税の猶予の見直し（通法 46、46 の 2、49）
① 担保の徴取基準の見直し



















４ 平成 28 年度税制改正
平成 28 年度税制改正においては、単純な軽減措置とは異なるが、最高裁平成 26 年 12


















































































































年 7.3%の割合 年 14.6%の割合 計算方法
平成 12・13 年 4.5% ― 【平成 11 年度改正で創設】
各年の前年の 11 月末日の商平成 14～18 年 4.1% ―






平成 19 年 4.4% ― 業手形の基準割引率（いわゆ
る公定歩合）を基準に計算。平成 20 年 4.7% ―
平成 21 年 4.5% ―
平成 22～25 年 4.3% ―
平成 26 年 2.9% 9.2% 【平成 26 年度改正で創設】
国内銀行の貸出約定平均金利
（新規・短期）を基準に計算
平成 27・28 年 2.8% 9.1%


















① 年 14.6%の割合の延滞税 その特例基準割合に年 7.3%を加算した割合










満のものに限る。）の合計を 12 で除して得た割合（この割合に 0.1%未満の端数がある
































































⑵ 国税通則法第 61 条第２項の除算期間 
延滞税の除算期間については、平成 28 年度税制改正において、最高裁平成 26 年 12

































この、平成 28 年度税制改正による新たな除算期間制度は、平成 29 年１月１日以後





































































































全額免除する（通法 63⑥四、通令 26 の 2 一）。なお、徴収の所轄庁が自ら強制換価
手続を執行した場合には、公売代金受領の日等に国税を徴収したものとみなされ（徴
法 116②等）、以後の期間については延滞税はかからない。





































１ 延滞税制度のはじまり（延滞金制度・明治 44 年）













その後、昭和 19 年４月に日歩４銭（14.6％）に、昭和 22 年 12 月に日歩５銭（18.25％）
に、昭和 23 年７月に日歩 20 銭（73％）に引き上げられ51、従来の遅延利子的性格に滞
納に対する行政制裁としての性格が加味されることとなった52。








51 昭和 25 年１月～３月の間は日歩８銭（29.2％）に引き下げられている。
52 志場ほか・前掲注（25）655 頁、武田昌輔監修「DHC コンメンタール国税通則法」3314 頁（第
一法規）。




















ないときに、その納期限後 20 日以内に発せられる59。）から起算して 10 日を経過した日
に引き上げられている。なお、昭和 25 年 1 月～3 月の間は日歩４銭（14.6％）に引き下げら
れている。




56 志場ほか・前掲注（25）656 頁、武田昌輔監修前掲注（52）3315 頁。
57 通常の利子税額については、昭和 30 年７月に日歩３銭（10.95％）に引下げ、徴収猶予及び
延納の場合に課される利子税額ついては相続税の延納の場合は、昭和 27 年４月に日歩２銭
（7.3％。相続税のうち立木の価額の割合が 30％をこえるときは、当該立木価額分について
は日歩 1 銭 5 厘）と、法人税の申告期限延長については昭和 27 年４月に日歩２銭（7.3%）と、
所得税の延納については昭和 29 年４月に日歩２銭（7.3%）とされた。
58 税制調査会昭和 36 年 7 月「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）及び
その説明」89 頁。
















４ 国税通則法の制定・現行の延滞税制度の創設（昭和 37 年度税制改正）
昭和 37 年度税制改正に先立ち、租税徴収制度調査会64においてとりまとめられた「租








61 シャウプ使節団昭和 25 年 4 月「日本税制報告書」第１編第 14 章 222 頁。
62 実際に、当時課されていたのは、日歩 20 銭（73％）の延滞金及び日歩 10 銭（36.5％）の加
算金である。




















































昭和 23 年 7月
昭和 25 年 1月
昭和 25 年 4月
（シャウプ勧告）
昭和 27 年 4月
昭和 29 年 4月
昭和 30 年 7月
昭和 37 年 4月
（通則法制定）
昭和 45 年 4月
昭和 48 年 4月
昭和 50 年 4月






※２ 「特例基準割合」は、「各年の前々年 10 月から前年９月までの貸出約定平均金利（新規・短期）の平均」＋１％による。
延 滞 金












































































































































率を逓減し、元本が 10 万円未満の場合には年 2 割、10 万円以上 100 万円未満の場合には年 1





72 平成 27 年 3 月 31 日に国会提出された「民法の一部を改正する法律案」（国会審議中）には、
法定利率を原則３分とし、市場の金利を考慮して変動方式を採用する見直し案が含まれてい
る点に留意が必要である。
73 民法 442 条②、545 条②、575 条②、647 条、650 条、665 条、669 条等が該当する。











































平成 27 年３月 31 日に国会提出された「民法の一部を改正する法律案（以下「民法改
















































学説があり84、仙台高裁昭和 43 年３月 28 日判決(税資 55 号 161 頁)においては、「延滞
税は、本件について言えば、法人税が本来の納期限までに完納されなかった場合に、そ
の遅延した税額及び期間に応じて課される遅延損害金的な性質を有する制裁税」である
82 民法（債権関係）の改正に関する検討事項⒁詳細版 9 頁（平成 22 年 11 月 30 日法制審議会
民法（債権関係）部会第 19 回会議資料（19－2））。
83 国税庁・前掲注（18）453 頁。










































処罰の禁止）に抵触されるのではないかという問題が提起された東京高裁昭和 43 年 12























































94 米村忠司「延滞税免除ができる場合の事実認定について-国税通則法 63 条 6 項 4 号を中心として-」
税大論叢 72 号 205 頁（2012、http://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/72/02/index.htm）
において、昭和 40 年の延滞税免除に関する改正後は、「年 14.6%の割合のうち年 7.3%の割合
を超える部分については納付遅延に対する制裁的な意義が明確にされた」との私見が述べら
れている。
95 佐藤英明「延滞税・利子税・還付加算金」税務事例研究第 32 号 27 頁（1996）においては、
「通常は一体として考えられている延滞税を延滞期間中の利息に相当する部分と、制裁に相
当する部分とに分けるという考え方を得ることができる」とされている。























特例基準割合に年 7.3 パーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3 パーセントの割合
にあつては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割






100 特例基準割合とは、各年の前々年の 10 月から前年の９月までの各月における「国内銀行の

























満の端数があるときは、これを切り捨てます。）として各年の前年の 12 月 15 日までに財務
大臣が告示する割合に、年１％の割合を加算した割合とされている（措法 93②）。
101 内国歳入法 6601⒠⑵(B). 
102 内国歳入法 1274⒟の下、財務長官が決定する。 
103 内国歳入法 6621⒜⑵. 



























105 内国歳入法 6621⒝. 
106 内国歳入法 6651⒜⑵. 
107 内国歳入法 6651⒟⑴. 
108 内国歳入法 6651⒞. 


























110「平均基準貸出金利」とは主要６行（Bank of Scotland、Barclays Bank plc、Lloyds Bank
plc、Midland Bank plc、National Westminster Bank plc、The Royal Bank of Scotland）
の基準貸出金利の平均に所要の端数処理（個人所得税の場合、0.5%以下は切り捨て、0.5%超
は切り上げ）を行ったものをいう。




113 2009 年財政法（Finance Act 2009）Sch56.para3.
114 2009 年財政法（Finance Act 2009）Sch56.para4.
45
期限までに提出しないときは、その遅延期間に応じて下記の加算税が別途課される115。
ィ 遅延が生じた場合、自動的に 100 ポンド
ロ 遅延が３ヶ月を超える場合、更に 1 日 10 ポンド（最大 900 ポンド）
ハ 遅延が６ヶ月を超える場合、更に１日 300 ポンド又は無申告税額の５％の多い方

























































































（平成 26 年 1 月）
現在
（平成 28 年 10 月）




8.23% 1.764% 1.031% 0.779%








































































































































































































































































































































136 最高判昭 53・7・17（訟月 24 巻 11 号 2401 頁）においては、「還付加算金は一種の利子であ
って、損害賠償金としての性格を持つものでないので、所得税法上、同法９条の第１項第 21
号（現行 17 号）に規定する非課税所得には当たらず、雑所得として課税される」とされてい























































平成 11 年改正後 「旧特例基準割合」（平成 25 年分は４．３％）







































































































147 国税庁「財政 1954 年－所得税法の一部を改正する法律の解説－」517 頁。


























































































X１年 X２年 X３年 X４年 X５年 合計
ケース①
【利息】


















157 租税特別措置法に基づき、平成 26 年 10 月から平成 27 年の９月までの各月における短期貸
付けの平均利率（当該各月において銀行が新たに行った貸付（貸付期間が１年未満のものに
限る。）の合計を 12 で除した割合（この割合に 0.1%未満の端数があるときは切り捨てる）と


























158 民法 405 条において、「利息の支払が一年分以上延滞した場合において、債権者が催告をし
ても、債務者がその利息を支払わないときは、債権者は、これを元本に組み入れることがで
きる。」旨を定めている。


















































































































































































































































175 法人税法基本通達 9－5－1⑷。 




























177 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）93 頁。

































180 法人税法基本通達 2－1－43 において、債務の履行の遅滞による損害金を含む損害賠償請求
金等の帰属時期を定めている。
181 所得税法基本通達 37－27 参照。


























183 所得税法基本通達 38－8 参照。




所昭和 61 年 9 月 9 日裁決（裁決事例集 32 号 31 頁）がある。
































































































194 税制調査会昭和 36 年 7 月・前掲注（58）94 頁。




























つまり、平成 25 年税制改正当時（平成 25 年分）の延滞税の軽減割合は、4.3%であ
196 志場ほか・前掲注（25）475 頁。
197 国税庁「昭和 59 年改正税法のすべて」68 頁。
198 吉沢ほか・前掲注（2）858 頁。
82
























199 政府税制調査会平成 10 年 12 月「平成 11 年度の税制改正に関する答申」13 頁。





























































































































































































ている。このように長期累積滞納者については、延滞税率が 9.1%（平成 28 年分）、滞
































































































































































































































213「平成 27 年度・税制改正に関する建議書（平成 26 年６月 26 日日本税理士会連合会）」に
おいても、「納税者が小切手等を提供することにより納付委託（国税通則法 55①三)が行われ
た場合や、振替納税を選択していた納税者が納期限から振替納税されるまでの間に死亡した
ことに伴い振替納税ができなくなった場合（同 34 の 2②）などについては、通常の場合の
延滞税の割合と同じ割合が適用されることとなる。これらの場合の延滞税のあり方について
検討すべきである。」とされている。

































217 国税通則法基本通達 55 条関係 8 参照。
218 国税通則法基本通達 63 条関係 8 参照。
219 濱田惟道『手形法小切手法』（文眞堂、1992）248 頁参照。
220 現行も、納付委託をできるのは「最近において確実に取り立てることができるものである
と認められるとき」に限られているが（通法 55①）、この「最近」とは、納付受託を受ける日
からおおむね６月以内をいうこととされている（国税通則法基本通達 55 条関係３）。
221 「組戻し」とは、手形交換において、一度交換にかけて相手銀行に提示したものを、持出
94
延滞税を免除するのは適当ではないため、その決済がなされなかった部分については、
納付受託を受けたときから延滞税免除の対象から除外する整備が必要となると考えら
れる。
⑶ 「インセンティブ部分」の上限について 
延滞税の「インセンティブ部分」の制限については、上記⑵で述べたとおり延滞税
の免除制度の拡充による対応が考えられるが、何らかの形式要件が必要であるため、
「インセンティブ部分」が課され続けるという問題の根本的な解決方法とはならない。
第２章第３節２で述べたように、「インセンティブ部分」については、「利息を超えて
納税者に不利益を与える部分」と考えることができるが、このような不利益を無制限
に納税者に求め、財産の有無や税務当局の滞納処分のタイミングにより、結果として
納税者間において大きな延滞税の負担差が生じることが適当ではないと考えられる。
そもそも、国税通則法制定前に滞納に対する制裁に相当する部分として設けられて
いた「延滞加算税額」については、日歩４銭の割合で計算した結果、督促状の指定納
期日を経過した時現在の滞納額（利子税額及び各種の加算税額を除く。）の５％相当額
に達した時は、その金額をもってとどめることとされていた。つまり、これは、延滞
加算税額の最高限度額を５％相当額としたのであって、督促状の指定納期日の翌日か
ら 125 日経過すれば、その後の期間に対しては累積されないこととなる。この趣旨に
ついては、「これは何時までも累積することによって却って納税を困難にするおそれの
生ずることを防止しようとする趣旨に基づく」と説明されており222、当時は滞納に対
する制裁については、一定の限度を設けることが合理的であると考えられていた。こ
のような制限については、現行の延滞税制度に統合される過程で撤廃されたが、延滞
税制度について、再度「インセンティブ部分」として利息を超える部分が切り分けら
れた現行においては、この「インセンティブ部分」自体に上限を設け、「事実上の猶予」
状態の滞納者に延滞税の限度額を設けることにより、こういった問題に対処すること
が考えられる。
「インセンティブ部分」とは、上記１で述べたとおり、利息を超えて納税者に不利
益を与えることから「公平」という観点から根拠づけることができない部分であり、
その妥当性については、①対象範囲の限定性、②水準の妥当性、③予防効果の３つの
銀行の依頼返却によって取戻すことをいう（金融実務大辞典（きんざい））。
222 前掲注（60）参照
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観点から検討する必要がある。なお、期限内に納付した納税者との公平性については
「約定利息部分」で調整されていることを考えると、こういった公平性の観点から上
限を設けることの適否を論ずるのは適当ではないと考えられる。
この３つの観点から現行の延滞税の「インセンティブ部分」についてその妥当性を
検討すると、まず、①対象範囲の限定性については滞納者のみに対して課されること
から問題がないと考えられる。次に、②水準の妥当性については、その延滞税全体の
割合についても、民間の遅延利息の水準の上限金利223を下回っていることから割合自
体の水準は妥当なものであると考えられるが、滞納が継続した場合には、無制限に課
されることを考慮すると、全体の負担額で見るとある滞納者にとっては酷になり過ぎ
る結果ともなり得るため、適当な水準とは言えないと考えられる。最後に、③予防効
果については、一定期間においては、早期に納付しようというインセンティブが働く
こととなると考えられるが、法定納期限から期間が経過するほど、納付資力のない「事
実上の猶予」状態の滞納者の割合が増加することを踏まえると、その効果は限定的と
なり、こういった滞納者にとっては、徒に多くの負担を強いることになり、納付意欲
を削ぐことにもなりかねないものと考えられる。
以上を踏まえると、現行の延滞税の「インセンティブ部分」については、何らかの
制限を設けることが適当との結論となる。なお、具体的な制限方法については、延滞
税の「インセンティブ部分」については、滞納額の数％とする等の額による制限と、
法定納期限から一定期間経過後は延滞税の「インセンティブ部分」は付さないとする
期間による制限が考えられる。
第２章第４節で述べたとおり、アメリカの延滞加算金については、純税額の 25%、
イギリスの延滞加算金については、元本の 15%の制限が設けられており、諸外国の制
度を見ると額による制限がなされている。このような制限方法も考え得るが、下記の
点を踏まえると法定納期限から一定期間経過後224、「インセンティブ部分」を付さない、
あるいは軽減する案を採用することも考えられる。
① 納付インセンティブ効果は期間の経過とともに逓減していくと考えられること
② 納税の猶予や換価の猶予が適用されることにより延滞税が軽減される滞納者につ
223 前掲注（71）参照
224 国税の徴収権の消滅時効は、法定納期限等から５年間（脱税の場合は７年間）とされてお
り、この期間経過後は、延滞税の「インセンティブ部分」を課さないことが一つの案として
考えられる。
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いて、これらの猶予制度が適用されない滞納者と総額では同じ負担となるため、猶
予制度の活用を促進している徴収実務に弊害が生じるおそれがあること
なお、このように「インセンティブ部分」に制限が設けられた場合であっても、「約
定利息部分」については、公平性の観点から滞納である限りは、課され続けることと
なる。
以上のように、「インセンティブ部分」の性質を踏まえると、理論上は、制限を設け
ることの妥当性は肯定されるが、我が国の徴収実務においては、限られた人員で滞納
整理を実施しており、「インセンティブ部分」が課される期間をどのように設定したと
しても、この期間内に全ての滞納整理を実施することは困難であり、完納までの期間
を要する悪質な滞納者についても、延滞税が軽減されることになることが一般に受け
入れ難いことや、このように期間制限を設けることは、滞納者の実情を無視した滞納
整理につながりかねないこと等が懸念される。そのため、この延滞税の「インセンテ
ィブ部分」の制限の導入については、理論上だけでなく、徴収実務への影響について
も慎重に見極めた上で検討すべきであると考える。
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第４章 延滞税制度の見直しの提言についての総括
第３章においては、延滞税制度の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」のそれぞ
れの在り方に関連した問題点の分析及び改善策の検討を行ったが、本章では、その検討結
果についてまとめる。
１ 延滞税制度の「約定利息部分」と「インセンティブ部分」の位置付け
延滞税制度については、従来から「遅延利息」又は「制裁」としての性格を持つもの
と理解され、この役割については、平成 25 年度税制改正において、延滞税の構成につ
いて、「約定利息部分」と「インセンティブ部分」に切り分けられたことから、明確と
なったものと言える。今後は、より納税者間の公平性を高める観点や、滞納防止の観点
から、延滞税の除算期間の取扱い等についても、「約定利息部分」と「インセンティブ
部分」に応じた取扱いとすることが望ましいが、このような延滞税の性格付けに関わる
規定であるにも関わらず、現行法上は、租税特別措置法に特例として規定されているに
過ぎない。
このような規定の構造については、何故、低金利下においてのみ、延滞税が「約定利
息部分」と「インセンティブ部分」から構成されるのか理屈付けが困難であるだけでな
く、例えば第３章第２節１で述べた延滞税の除算期間の見直しを行う場合についても、
この見直しについては、租税特別措置法に定める延滞税の特例に関する規定等を前提と
するため、国税通則法に定める規定を直接改正することが出来ずに、租税特別措置法に
延滞税の除算期間の特例を定めざるを得ないため、徒に規定が複雑となる点について問
題があると考えられる。
そのため、現行、租税特別措置法に規定する延滞税の割合の特例については、原則的
な規定として国税通則法において定めるのが適当であると考える。なお、延滞税の特例
に連動する利子税及び還付加算金に関する規定も同様に本則化すべきであると考える
が、利子税については、国税通則法だけでなく、所得税法、法人税法及び相続税法の特
例も定めているため、それぞれの法律において規定する必要がある。
２ 「約定利息部分」に関連した見直し
⑴ 延滞税の除算期間の見直し 
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現行制度上、延滞税の除算期間が設けられていることにより、民間の借入金返済に
比して、国税を納付しないディスインセンティブが生じており、また、税務当局から
更正があってから、納付を行っても延滞税負担が変わらないため、納期限前に自主的
に申告・納付するインセンティブが阻害されている。このため、納税申告書の提出後
１年以上も経過した後更正があった場合等について、延滞税の負担が最大で１年間で
打ち止めになる延滞税の除算期間について、見直しを行う必要がある。
その際には、従来から、延滞税の除算期間が設けられた経緯も最大限重視する必要
があり、全ての延滞税について除算期間を適用しないことにより徒らに納税者の負担
を増大させるのは適当ではないと考えられるため、延滞税のうち「約定利息部分」に
ついては延滞税の除算期間を適用しない見直しを行うことが考えられる。なお、この
「約定利息部分」除算期間を適用しない見直しについては、法律学上及び経済学上の
利息の考え方にも適合するものと考えられる。
⑵ 延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱い 
延滞税の構成が「約定利息部分」と「インセンティブ部分」からなると整理がなさ
れた現行においては、この「約定利息部分」と性格を同じくする民間の借入金利子や、
利子税が基本的には、法人税及び所得税の計算において、損金又は必要経費の額に算
入されることされている取扱いを踏まえ、延滞税の全額を損金不算入又は必要経費不
算入とする取扱いを改め、「約定利息部分」については損金又は必要経費の額に算入す
ることが適当である。なお、従来どおり、「インセンティブ部分」については損金不算
入又は必要経費不算入とする取扱いが継続するため、「制裁効果が減殺される」ことに
はならないと考えられる。
なお、上記⑴の「延滞税の除算期間の見直し」は、「約定利息部分」について、基本
的に納税者不利となる見直しであるが、一方で、この損金又は必要経費の額に算入す
る見直しについては納税者有利となる見直しであり、結果的に整合的な見直しを行う
ことになることから、納税者の理解を得やすいものと考えられる。
３ 「インセンティブ部分」に関連した見直し
⑴ 法定納期限から納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の見直し 
現行、「納期限から２か月以内等の期間」の延滞税については、「督促の効果を重視
してこれによる納付しょうようの実をあげる」ため、軽減割合が適用され、かつ、現
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行、低金利下の特例が適用され、その軽減割合が低水準になり過ぎることにより納付
インセンティブを阻害する結果を避ける観点からインセンティブ部分として「約定利
息部分」である特例基準割合に１％が加算されている。
しかしながら、こういった効果が期待できるのは、現実的には修正申告や更正等の
税額確定手続があった後であり、それよりも前の期間の延滞税については、「インセン
ティブ部分」を付す合理性は乏しいものと考えられる。
また、現行制度上、法定納期限から納期限までの期間については、延滞税の除算期
間が介在することにより、税務当局から更正等が行われてから納付を行っても延滞税
負担がほぼ同様であるため、納付のインセンティブが阻害される問題については、上
記２⑴のとおり、延滞税の「約定利息部分」について延滞税の除算期間を設けないこ
とにより対処できるが、法定納期限から更正等がなされるまでの期間の延滞税の割合
については、「インセンティブ部分」を付さずに、更正等後の期間の延滞税の割合と差
を設けることにより、更にそのインセンティブ効果を高めることができると考えられ
る。
⑵ 「インセンティブ部分」の上限設定等について 
延滞税の「インセンティブ部分」は、利息を超えて納税者に不利益を与える部分で
あり、その設定については、①対象範囲の限定性、②水準の妥当性、③予防効果の観
点から検討する必要があると考えられる。そのため、納税の誠意はあるものの納付資
力のない「事実上の猶予」状態の滞納者に対して、この「インセンティブ部分」を課
し続けることが早期納付を促すことにはつながっておらず、こういった滞納者に対し
てはこの「インセンティブ部分」について一定の制限を設けることが妥当と考えられ
る。
まず考えられるのは、延滞税免除制度の拡充であり、現行の延滞税免除制度が適用
されない滞納者についても、税務署に証券の納付委託をする等外形的に納付誠意があ
ると認められる者については、この免除制度の対象とすることで一定の解決策となり
得る。
また、法定納期限等から一定期間を経過した後は延滞税の「インセンティブ部分」
を付さない等、延滞税の免除制度の拡充による対応だけでなく延滞税の制度上もこの
「インセンティブ部分」について制限を設けることも考えられるが、この改正につい
ては徴収実務へ与える影響等も十分に見極めつつ行う必要があると考えられる。
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おわりに
本稿は、喫緊の滞納整理上の課題を踏まえ、期限内に納付した納税者との間の負担の公
平の確保、滞納防止といった延滞税の制度趣旨を適正に発揮できるような改善策を立法的
な見地から提案することを目的としたものである。
延滞税については、平成 25 年度税制改正において、「約定利息部分」と「インセンティ
ブ部分」とからなるとの考え方が示されたことにより、延滞税の役割が明確となり、その
役割に応じたきめ細かい制度設計が可能となる礎となったものと考えることができるが、
この性格付けについては、あくまでも低金利下における特例なのか、それとも、いままで
理解されてきた延滞税の「遅延利息」又は「制裁」としての性格に変わるものであるのか
について、必ずしも明らかにされておらず、制度上もこの新たな性格付けに対応した見直
しがなされていないのが現状である。
このため、本稿では、延滞税制度の沿革を概観し、従来理解されてきた延滞税の「遅延
利息」及び「制裁」としての性格について、民法上の考え方を踏まえて改めて整理を行っ
た上で、その考え方に、平成 25 年度税制改正における延滞税の見直しが与えた影響につい
て考察を行い、同改正における性格付けの妥当性について検証を行った。
その上で、実務に与える影響等を勘案して、「約定利息部分」の在り方に関連した問題
として、「延滞税の除算期間の見直し」及び「延滞税の損金不算入・必要経費不算入の取扱
い」について、「インセンティブ部分」の在り方に関連した問題として、「法定納期限から
納期限までの期間の延滞税のインセンティブ部分の見直し」及び「インセンティブ部分の
上限設定」について取り上げ、事例や諸外国の例を踏まえた改善策等について私見を述べ
たが、本稿で取り上げた問題は一部に過ぎず、他にも破産法における延滞税の「インセン
ティブ部分」の取扱い等検討すべき課題はあるものと思われる。
いずれにせよ、延滞税制度の改革については道半ばであり、本稿で取り上げた延滞税制
度上の諸問題は極めて技術的なものではあるが、滞納整理の重要性が高まる中、この滞納
整理を含めた延滞税制度の在り方については、引き続き検討を進める必要があると考えら
れる。
最後に、本研究に当たって、ご指導を賜った早稲田大学会計研究科の青山慶二教授、古
川勇人教授、秋葉賢一教授をはじめ多くの方々に対し、この場を借りて心からお礼を申し
上げます。
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